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研究成果の概要（和文）：　太陽光発電システム（PVS）の故障や被災時における感電事故低減技術開発とし
て、遮光による手法及びPVSの出力電圧を低減させる安全回路の開発を行った。
　遮光技術については、一般的に入手可能かつ難燃性の水性塗料を用いて遮光特性を明らかにした。その結果、
ウエット膜厚50μm以上の塗布により透過光強度は5%未満となり、十分な遮光性能を得られることが確認され
た。
　また、電磁リレーによる太陽電池間の接続を解列する安全回路を提案し、提案回路の試作・動作特性を確認し
た。本提案回路は外部信号や風害などでパネルが飛散した場合にも動作するシステムであり、太陽光発電の安全
性の更なる向上に寄与できるであろう。

研究成果の概要（英文）：  This study developed a shading-based method and safety circuit to reduce 
the output voltage of the PVS to address the need to mitigate electric shock accidents caused by 
photovoltaic system (PVS) failure or disaster.
　We identified shading properties using commonly available flame-retardant, water-based paints to 
develop the shading technology. The results indicated that the light transmission intensity was less
 than 5% under the application of a wet film with a thickness of 50 &#181;m or higher, confirming 
that sufficient light shielding performance was achieved. In addition, we proposed a safety circuit 
to disconnect connections between solar cells using electromagnetic relays, fabricated a prototype 
of the proposed circuit, and verified its operational characteristics. The proposed circuit system 
is activated in the event of panel shattering due to external signals or wind damage and contributes
 to improved safety in photovoltaic power generation.

研究分野： 電力工学

キーワード： 太陽光発電　感電事故　ラピッドシャットダウン　火災　災害　故障

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　太陽光発電システム（PVS）の火災時の感電事故の対策はこれまで検討されてきているが、火災以外の故障や
事故における感電事故リスクを取り除く研究は十分になされていない。本研究では遮光と安全回路という2つの
側面からPVSを安全に運用するための技術開発を行っており、遮光技術では身近な塗料などを用いることでも安
全確保が可能であることを証明した。安全回路の開発ではリレーを用い、風災害や破損事故にも対応できるフェ
ールセーフシステムの開発に成功した。近年はPVSの安全問題がメディアでも取り上げられる中でPVSの新しい安
全対策技術を実用化に向けて取り組んだ本研究成果は、PVSの主力電源化に貢献できたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 太陽光発電設備(PVS)は，再生可能エネルギーの固定価格買取制度(FIT)を背景に事業用及び一
般住宅用ともに急速に普及している。また，住宅屋根上にある太陽光発電設備も 1 箇所の発電所
ととらえて発電導入件数から推計すると，日本各地に点在する太陽光発電所の 95%以上は 50kW
未満の小規模な PVS である。前述規模の発電所は住宅や建物上に設置されていることが多く，
PVS を発火源とした火災だけでなく設置建物の火災による火災被害にあう可能性がある。加え
て，電気事業法においては一般用電気工作物に該当し，保安規定や電気主任技術者の選任が不要
となっており，管理を行う所有者は太陽光発電に関する技術的知識に乏しい者が運用している
場合がほとんどであるため，小規模 PVS ほど高い安全性が求められる[1][2]。 
 住宅用，事業用ともに PVS が急速に普及し，運用開始から 20 年を超える老朽化した PVS も
増加しつつある。そのような中で，PVS の故障を原因とした火災，あるいは PVS が設置された
建物の火災事例が増加している。太陽電池(PV)モジュールは損壊やダメージを受けていても太陽
電池セル（PN 接合ダイオード）に異常がなければ光照射により発電を行う。したがって，PVS
を有する住宅や PVS 自身が火災となった場合，放水による消火作業を行うと感電の危険性があ
る。また，火災に限らず，災害により損壊した PVS は接続箇所の地絡や配線の断線，架台／モ
ジュール間の短絡などが生じている可能性が高く，不用意に近づくと感電の危険があるため，事
故後の点検や撤去作業が困難である[3]。したがって，PVS の自然災害や火災などによる事故対策
や安全性向上に関する対応技術を確立していくことが急務である。 
 
２．研究の目的 
 
 PVS は火災や地震などにより損壊しても太陽電池セルに光が照射されれば発電する。そのた
め，災害などで損壊した PVS の点検や復旧作業において，作業従事者や所有者が感電する恐れ
がある。研究課題では，火災など各種災害により PVS が損壊した場合に，事故の波及防止及び
事故後の点検・補修や撤去に従事する作業員の感電事故を低減させることを目的とした PV モジ
ュールの発電休止，あるいは無電圧化する手法の開発を目指す。 
現在，太陽光発電が普及し，運用年数の経過した設備が増えるにつれ，経年劣化により不具合

や故障を抱える PVS も多数発生している。しかし，『メンテナンスフリー』かつ『出力変動が激
しい』発電方法であるため，異常が発生しても深刻な事故に至るまで気付かないことも少なくな
い。我が国において太陽光発電は，『安全』かつ『クリーン』で『メンテナンスフリー』な発電
方式としてニューサンシャイン計画など再生可能エネルギーの実用化と普及を目指す数多くの
政策により，材料開発や電力変換システムに代表とされる製品に関する研究開発は盛んに行わ
れてきた。太陽光発電設備の安全性については，リスク分析などの報告は行われている[4]が，設
置後の太陽光発電の保守や安全対策に関する系統的な研究は少なく，十分行われているとは言
い難い。そこで，研究課題では，PVS の発火後における消火活動や撤去時における安全性確保と
いう側面での太陽光発電の安全研究を実施した。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では PVS が火災や故障，自然災害に被災した際に生じる公衆感電事故リスクの低減を
目指し，PVS 出力電圧を感電リスクのないレベルまで低減させる技術の開発を行った。具体的に
は太陽電池モジュールの物理的遮蔽技術の検討，ならびに感電の危険性の低い直流 30V 未満に
低減させる安全回路の開発を行った。 
 
３．１ PV モジュールの物理的遮蔽技術の開発 
  
消火活動や点検作業中における感電事故低減には，物理的に PV モジュールを遮光して無電圧

化することが有効である。そこで，本項目では遮光に適した材料の検討を行った。遮光剤の選定
には，①容易に入手可能であること，②比較的安価であること，③火災にも対応するため耐熱性
及び不燃性であること，④速乾性があることを条件とした。前述の条件を満たす遮光剤として，
市販のウレタン樹脂系(耐熱温度:約 150℃)，シリコン樹脂系(耐熱温度:約 600℃)，フッ素樹脂系
(耐熱温度:約 260℃)の水性塗料を選定し，50mm×50mm の太陽電池モジュールのカバーガラス材
として用いられる白板ガラス表面にライトスプレー（ベネテック(株)，LS-1）を用い，ウェット
膜厚 50 μm，100 μm，175 μm，250 μm で塗布した。透過光強度測定には，ハロゲンランプ（MORITEX 
SCHOTT, MEGALIGHT100）及び日射計（デルタオーム社, LP Silicon-PYRA04）を用いて遮光剤
を塗布した白板ガラスの透過光強度を測定した。ハロゲンランプの光照射強度は，地表に照射さ
れる最大日射強度である 1kW/m²とした。さらに，遮光剤の高温に対する遮光特性の変化を確認
するため，定温乾燥機（ヤマト科学(株), AC100V）により加熱し，高温環境下における遮光特性



を確認した。 
 
３．２ PVS のシステム電圧の低電圧化回路の提案及び開発 

 
発火した PVS あるいは PVS を設置した建物の消火活動や損壊した PVS の点検・撤去作業で

は，作業員が感電する恐れがある。そこで，火災被害に曝された太陽電池モジュールの出力を感
電リスクの低い電圧（DC30V 以下）を実現する安全回路の提案を行った。提案する安全回路で
は，直列接続された太陽電池モジュール（PV モジュール）間に電磁リレーを設置することで外
部信号によって PV モジュール間の接続を解列し，さらにモジュール出力端の短絡を実現させ
た。加えて，提案システムは当初の目的であった火災だけでなく，風害被害などにも対応できる
よう回路接続の改良を行った。 
 
４．研究成果 
 
４．１ PV モジュールの物理的遮蔽技術の開発 
 
 各塗料における白板ガラスの光透過特性を図１に示す。同図より，膜厚が増加すると光透過率
は低下する。また，色彩の明度の低い黒色塗料の方が遮光性能は高いことが分かった。次に，遮
光剤を塗布した白板ガラスを 75℃，150℃，250℃に加熱した後の白板ガラスの光透過特性を図
2 に示す。同図より白色塗料は温度上昇に伴い光透過率が低下することがわかる。これは，高温
により塗料が変色したため，透過率が低下したと考えられる。対して黒色の塗料は，温度上昇に 

 
(a) 白色塗料の光透過特性  (b) 黒色塗料の光透過特性 

図１ 各塗料における白板ガラスの光透過特性（平均光透過率及び透過光の平均日射強度） 

 
(a) ウレタン樹脂塗料白色  (b) ウレタン樹脂塗料黒色 

 
(c) シリコン樹脂塗料白色  (d) シリコン樹脂塗料黒色 

 
(e) フッ素樹脂塗料白色  (f) フッ素樹脂塗料黒色 

図 2 遮光剤の温度による光透過特性（平均光透過率及び透過光の平均日射強度） 
より光透過率の変動がみられるが，非常に低い値での変動なので，測定誤差の範囲と考えられる。
なお，いずれの塗料も日射強度の値は，PVS が発電を行える日射強度約 0.12kW/m²以下である



ため，遮光剤としてどれを用いても問題ないが，その中でも遮光性能に優れ，耐熱温度の高いシ
リコン樹脂系（黒色）塗料が，今回提案しました遮光剤の中で最も優れていると考えられる。 
 
 
４．２ PVS のシステム電圧の低電圧化回路の提案及び開発 
 
 図 3 に電磁リレーを用いた PVS の火災や損壊時における感電防止システムの概要を示す。同
図は 1 ストリング構成でのシステムを示している。本提案システムは PV モジュール間の接続部
にリレーを配置した構成としており，これにより非常時や災害時にモジュール間に設置したリ
レーを動作させ，PVS のシステム電圧を感電の危険性の低い低電圧状態とすることができる。な
お，提案システムで用いるリレーは，PV モジュールの容量に耐え，かつ比較的安価な a 接点及
び c 接点のメカニカルリレーを採用している。a 接点リレー(Normally Open Contact Relay)とは，
常開リレーであり，リレー駆動用コイル（1 次側）に電流を流して励磁するとリレー接点（2 次
側）が閉じて導通状態となるリレーである。c 接点リレー(Transfer Contact Relay)とは，常開（NO: 
Normally Open）及び常閉（NC: Normally Close）の 2 つの接点を持ち，通常は常閉接点と接続さ
れており，駆動用コイルに電流を流してコイルを励磁すると常開接点へと接点が切り替わるリ
レーである。c 接点リレーの COM 端子及び NO 端子間にはリレー保護用の保護ダイオードを並
列に接続し，リレー間の動作時間の誤差により一部のリレーが故障することを保護する構造と
した。各リレーの駆動用コイルの励磁用電源は一般商用電源より供給を行う形式とすることで
リレーの駆動用コイルへの励磁用電源の供給制御で提案システムの ON/OFF 操作を行える。本
提案システムは既存の PVS に追加導入可能であり，既存のストリングインバータを活用できる
ため，米国などで普及しているマイクロインバータ方式によるラピッドシャットダウンシステ
ムを追加導入するよりもシステムコストは低廉と考えられる。 

 
図 3 提案する感電事故防止回路の概要 

 
提案システムの動作はリレーの駆動用コイルへの電力供給を止めればよい。駆動用コイルへ

の電力供給を絶つと c 接点リレーは NC-NO 端子間が導通し，保護ダイオードを介して PV モジ
ュールが短絡される。このとき，PV モジュールの出力電圧は保護ダイオードの立ち上がり電圧
とほぼ等しくなる。また，c 接点リレーにより PV モジュール出力端の短絡と同時に a 接点リレ
ーが PV モジュールの接続を解列する。これにより，c 接点リレーによる PV モジュール内の短
絡回路系統の不動作が生じたとしても，a 接点リレーにより PVS の電路は PV モジュール 1 枚分
の開放電圧に止めることができる。したがって，本提案システムでは，火災などの異常時はスイ
ッチを用いた手動操作により感電事故防止状態を実現できる。さらに，前述操作が難しい場合で
も電力会社が火災被害物件の停電操作を行うと自動的に感電事故防止状態に移行できる。加え



て，強風により PV モジュールが飛散するような場合も，リレーと PV モジュールとの接続を維
持できるよう両者を一体化した構造で設計できれば飛散した瞬間に感電事故防止状態に移行さ
せることが可能となる。 

 
次に，本提案の PVS の感電事故防止システムを試作し，PVS を模擬した試験回路に実装およ

び動作試験を行った。図 4 に動作試験回路を示す。動作試験では，ストリングを模擬して 3 枚直
列接続した PV モジュール（長州産業（株），CS-236B31，公称開放電圧 34.7 V，公称短絡電流
8.95 A，公称最大出力 236 W）の出力に可変抵抗（（株）タマオーム，TRH1000A1G）を接続して
運転状態を模擬した。なお，負荷抵抗の抵抗値は試験で用いた PV モジュールの定格出力におい
て最大電力点となる 9.5 Ω とした。各駆動用コイルへの電力供給は直流安定化電源（菊水電子工
業（株），PMX-35-1A）にて供給した。試作した感電防止システムの動作前後の PV モジュール
及び負荷抵抗への電圧ならびに電流値を測定したところ，正常に負荷電流の遮断動作を繰り返
し行うことが可能であることを確認した。したがって，本研究課題で開発した PVS の感電事故
防止回路は実際の PVS への適用が可能であることが分かった。 

 

図 4 動作確認用に試作した PVS の感電事故防止回路の概要 
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